



―大阪高判平成 29 年 4 月 27 日（判時 2346 号 72 頁）と













行される 2020 年 4 月 1 日以前の事案であるにもかかわらず、「共通錯誤」「同




否について、また、明文化された 95 条 3 項 2 号の「同一の錯誤」の同一性
の内容及び表示の有無の判断基準について検討する。
京女法学　第 19 号30
二　 大阪高判平成 29 年 4月 27 日　不当利得返還請求事件（判時







本件 d会員権（預託金額 172 万）の買取価格を 20 万円、本件 g会員権（預
託金額 150 万）の買取価格を 0円、本件 e会員権（預託金額 6000 万）の買
取価格を 400 万円、本件 f 会員権①（預託金額 50 万）及び②（預託金額 85 万）
の買取価格を各 5万円とする本件見積書を提示した。Yは、本件売買より以
前の平成 26 年 3 月末時点で本件 e 会員権の預託保証 6000 万円に対して
5285 万 8000 円の貸倒引当金を設定しており、帳簿価格を 714 万 2000 円と
評価していた。また担当者 Cがインターネットで調査した本件 e会員権の
相場価格が 400 万円程度であったことから、平成 27 年 2 月 3 日、本件各会




同年 3 月 27 日、Xへ本件 e 会員権について 2000 万で購入したいとのD
からの申し込みがあったため、Xが e会員権の運営会社の e’ 社に問い合わ
せたところ、Xと同等ないしそれ以上の規模の会社でないと入会が困難との
回答を得た。そこでXは Dへの売却を断念し、本件 e会員権の退会手続を
とることとし、担当者 Cへ本件 e 会員権の退会手続に必要な書類の作成、













































は 430 万円であり、両者の間には約 15 倍の乖離があったところ、営利企業




























































⑴　大判大正 3年 12 月 15 日（民録 20 輯 1101 頁）






























⑷　得津晶「判批」ジュリスト 1530 号 117 頁（2019 年）
⑸　中野邦安「判批」民事判例 17（2018 年前期）92 頁、中谷・前掲 3頁も同旨の指摘
をする。
⑹　中谷・前掲 3頁、中野前掲も同旨の指摘をする。















大阪地判平成 30 年 9 月 10 日（以下平成 30 年判決という）は、平成 29 年
判決で契約当事者とされたB社が原告Xとなって被告Y（日本たばこ産業）
へ訴えを提起した以外、事実関係及び双方の訴訟代理人も前述平成 29 年と














































本件会員権の実質的価値が 400 万円であると誤信し（以下「本件錯誤 2」と
いう。）、本件売買契約を締結した」という、2つの動機の錯誤があるとした。































































































































1　平成 29 年判決と平成 30 年判決の比較















































⑽　川井健・前掲 203 頁。四宮＝能見『民法総則（第 9版）』258 頁（弘文堂　2018 年）も、
特に著しい食い違いのある場合には要素の錯誤となるとする。
⑾　川島武宜『民法総則（法律学全集 17）』29 頁（有斐閣　1965 年）
⑿　森田広樹「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（1）」NBL482 号 27 頁（1991 年）
⒀　中谷・前掲、山下・前掲、野口・前掲











法 95 条 1 項 2 号の「表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認
識が真実に反する」場合に該当するため、別途動機の錯誤が問題となる。



































⒃　内田貴『民法Ⅰ（総則・物権）（第 4版）』76 頁（東京大学出版会　2008 年）、四宮
＝能見『民法総則（9版）』260 頁（弘文堂　2018 年）、近江幸治『民法講義Ⅰ』217
頁（成文堂　2018 年）
⒄　共通錯誤の成立を認めた事案として、大阪地判昭和 62 年 2 月 27 日（判時 1238 号
143 頁 ）、東京地判平成 28 年 6 月 8 日（WestlawJapan 文 献番号 2016WLJPCA
06088003）（老人ホームの賃料に消費税が含まれると当事者が誤解していた事案）、東





















































































22　大判大正 3年 12 月 15 日（民録 20 輯 1101 頁）、大判大正 6年 2月 24 日（民録 23 輯
284 頁）他
23　我妻榮『新訂　民法総則Ⅰ（民法講義 1）』297 頁（岩波書店　1965 年）


























月 27 日（判時 1238 号 143 頁）判決がある。なお、一方の動機の錯誤について、動機
の表示を求めることに疑問を呈する見解として、山本敬三「『動機の錯誤』に関する
判例の状況と民法改正の方向（下）」NBL1025 号 37 頁。
預託金制ゴルフ会員権売買の錯誤をめぐる二つの判決について（岡田） 51
ついての誤りを動機の錯誤として検討した点は妥当であるが、Xが預託金返
還について検討していなかったことを理由としてYの錯誤と同一性がない
とした点については、問題があると考える。仮に本件預託金が「返還される
状態であるかどうかは分からないと考えており、返還される状態ではないと
も返還される状態であるとも考えていなかった」としても、結局 400 万円と
いう預託金返還額とはかけ離れた金額を提示したということは、おそらく返
還されないと考えそれを前提に価格を定めたと客観的事情から合理的に推察
できる。よって、本件は同一の動機の錯誤があり、その動機は黙示に表示さ
れていたと判断すべきであり、Yの錯誤の主張を認めるべき事案であったと
考える。
以上
